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2019 年 1 月 23 日 

各  位 

会 社 名 ヤマトホールディングス株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 山 内  雅 喜  

 （コード：９０６４  東証第一部）  

問合せ先 上席執行役員  ＩＲ戦略担当 樫 本  敦 司  

 （TEL. ０３－３５４１－４１４１） 

 

ヤマトホームコンビニエンス株式会社に対する行政処分および事業改善命令について  

 

 

ヤマトホールディングス株式会社（本社：東京都中央区 代表取締役社長：山内 雅喜  

以下、YHD）傘下のヤマトホームコンビニエンス株式会社（本社：東京都中央区 代表

取締役社長：和田  誠  以下、YHC）は、昨年発表した「法人のお客さまの社員向け    

引越サービスにおける不適切な請求」の件について、本日、国土交通省より、貨物    

自動車運送事業法第 33 条第１項（※1）に基づく行政処分、及び同法第 26 条（※2）

に基づく事業改善命令を受けましたのでお知らせいたします。必要な措置を速やかに

講じ、具体的改善策等について 2 月 25 日までに国土交通省に報告いたします。 

 

ヤマトグループのサービスをご利用いただいている全てのお客さま、および関係者

の皆さまに多大なご迷惑ならびにご心配をおかけしましたことを、改めて深くお詫び

申し上げます。  

記 
 

１．法令違反の内容  
 

YHC が法人のお客さまから受注した社員向け引越サービスのうち、「引越らくらく

タイムリーサービス」において、見積り時に比べて家財が減少した場合等に、 

約款に反し、請求額の修正を行わずに運賃等を収受していた事案があったことに

ついて、該当する YHC の支店が、貨物自動車運送事業法第 25 条第１項（※3）に

違反するものとして、同法第 33 条第１項（※1）に基づく処分を受けました。  

 

 

２．行政処分の内容  
 

（１）事業停止  

  ・７日間：高知支店（１月 28 日開始）  

・３日間：豊橋支店（１月 28 日開始）、周南支店（１月 28 日開始）、  

高松支店（１月 28 日開始）  
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（２）車両停止  

  ・20 日車：米子支店  

江津フロンティアセンター※既に廃止のため、東広島支店に対し処分  

札幌支店     ※うち 10 日車は、輸送の安全の観点からの処分  

名古屋北支店 ※うち 10 日車は、輸送の安全の観点からの処分  

  ・10 日車：事業停止処分の 4 支店を含め 119 支店 

 

３．事業改善命令の内容  

 

YHC の引越運送業務に関して、利用者の利便を確保するための業務体制の構築等

を求めるため、貨物自動車運送事業法第 26 条の規定に基づき、以下の措置を講じ

ることを命ずる「事業改善命令」を受けました。  

 

  ①適正な見積りの実施及びそれを担保するシステムの構築  

  ②見積り内容と実際の荷物量等との整合性の確認体制の構築  

  ③適切な約款の整備  

  ④従業員への教育等の徹底  

  ⑤社内のコンプライアンス確認機能の強化  

 

４．引越以外のサービスへの影響  

 

YHC は、既に昨年 8 月 31 日からすべての引越サービスの新規受注を休止して    

おりますが、上記の行政処分を受け、引越以外のサービス「らくらく家財宅急便」

「快適生活サポートサービス」等を、地域によりご利用いただけない期間がございます。

詳細につきましては、以下をご参照ください。  

 

【行政処分にともない、引越以外のサービスをご利用いただけないエリア】  

エリア  

らくらく家財宅急便 

快適生活サポートサービス 

クロネコおまかせレンタル 

特殊輸送サービス 

期間  担当店  

愛知県  蒲郡市･新城市･田原市･豊橋市･豊川市･北設楽郡 

１月 28 日  

～  

１月 30 日  

豊橋支店  

山口県  
岩国市・下松市・周南市・光市・防府市・柳井市・熊毛郡・ 

大島郡・玖珂郡 

１月 28 日  

～  

１月 30 日  

周南支店  

島根県  鹿足郡 

１月 28 日  

～  

１月 30 日  

周南支店  

香川県  小豆郡を除く全域 

１月 28 日  

～  

１月 30 日  

高松支店  
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高知県  
宿毛市・高岡郡四万十町・土佐清水市・四万十市・幡多郡を 

除く全域 

１月 28 日  

～  

２月３日  

高知支店  

 

 

５．今後について  

 

YHC では現在、引越に関わる全サービスについて、多方面から点検を行っており

ます。「引越らくらくタイムリーサービス」に代わる家族向け新引越サービスは、

これまでのサービス内容の抜本的な見直しをはじめ、運用ルールの策定や社員  

への教育、加えて徹底した対応に不可欠となるシステム構築に時間を要するため、

来期以降の再開となる見込みです。  

 

また、単身引越等、家族向け以外の引越サービスも、コンプライアンスおよび   

ガバナンスの徹底を図るため、約款や業務オペレーションをはじめとした総点検

に取り組んでいるところであり、再開時期はまだ決まっておりません。  

 

まずは、事業改善命令に記載の措置等を速やかに講じ、2 月 25 日までに国土交通

省に報告いたします。また、同事業改善命令での指摘事項が解消されサービスを

提供できるよう、全社をあげて取り組んでまいります。  

 

 

6．当社の業績に与える影響  

 

本事案が当社の 2019 年 3 月期の連結業績に与える影響は、2018 年 10 月 31 日に 

公表しました「2019 年３月期の連結業績予想」に織り込んでいます。今後、開示  

すべき事項が判明した場合には、速やかにお知らせいたします。  

 

以  上 

 

 

※１：貨物自動車運送事業法第 33 条第１項  

国土交通大臣は、一般貨物自動車運送事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、

六月以内において期間を定めて自動車その他の輸送施設の当該事業のための使用の  

停止若しくは事業の全部若しくは一部の停止を命じ、又は第三条の許可を取り消す   

ことができる。  

一  この法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分若しくは  

道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）第八十三条若しくは第九十五条の   

規定若しくは同法第八十四条第一項の規定による処分又は許可若しくは認可に   

付した条件に違反したとき。  

二  第五条各号のいずれかに該当するに至ったとき。  

 

 

 

 

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/326AC0000000183_20170401_428AC0000000100#1183
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/326AC0000000183_20170401_428AC0000000100
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/326AC0000000185_20170615_429AC0000000040
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/326AC0000000185_20170615_429AC0000000040
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※２：貨物自動車運送事業法第 26 条  

国土交通大臣は、一般貨物自動車運送事業の適正かつ合理的な運営を確保するため   

必要があると認めるときは、一般貨物自動車運送事業者に対し、次に掲げる事項を    

命ずることができる。  

一  事業計画を変更すること。  

二  運送約款を変更すること。  

三  自動車その他の輸送施設に関し改善措置を講ずること。  

四  貨物の運送に関し生じた損害を賠償するために必要な金額を担保することが    

できる保険契約を締結すること。  

五  運賃又は料金が利用者の利便その他公共の利益を阻害している事実があると    

認められる場合において、当該運賃又は料金を変更すること。  

六  前各号に掲げるもののほか、荷主の利便を害している事実がある場合その他事業

の適正な運営が著しく阻害されていると認められる場合において、事業の運営を

改善するために必要な措置を執ること。  

 

※３：貨物自動車運送事業法第２５条第１項  

一般貨物自動車運送事業者は、荷主に対し、不当な運送条件によることを求め、       

その他公衆の利便を阻害する行為をしてはならない。  

 

 

 

 

 

 


